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COP15の報告
－日本の国際交渉について－



究極目的： 温室効果ガス濃度を、気候システムに対して危険な
人為的干渉を及ぼすこととならない水準に安定化さ

せる。

原 則： 共通だが差異のある責任、及び各国の能力に従い、
気候系を保護

全締約国の義務： 排出目録の作成、削減計画の立案等
先進国等の義務： 排出量を１９９０年の水準に戻すことを

目的に削減活動を報告

先進国の途上国支援義務： 資金供与、技術移転、キャパ
シティ・ビルディング等

気候変動枠組条約＇UNFCCC、194ヵ国・地域（
1992年採択 1994年3月21日発効

1992年6月にリオ・デ・ジャネイロで開催された「地球サミット(環
境と開発に関する国際連合会議)」で採択。
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気候変動枠組条約の「共通だが差異のある責任」 原則に基づき

①先進国全体で1990年比で尐なくとも５％の削減を目標

②各国毎に法的拘束力のある数値目標設定

＇途上国は削減約束なし（

③柔軟性措置として、京都メカニズムを用意

対象ガス CO2，CH4，N2O，HFC，PFC，SF6 の６種類

吸収源 森林等の吸収源によるCO2吸収量を算入

基準年
1990年（市場経済移行国は1990年以外も可）(HFC､PFC､SF6 は1990年又は

1995年)

目標期間 2008年～2012年の５年間

数値目標 日本－6％，米国（未批准）－７％，EU－８％等

京都議定書＇Kyoto Protocol、190ヵ国・地域（

1997年採択 2005年2月16日発効
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気候変動枠組条約・京都議定書の批准国

ＥＵ25ヵ国 、ＥＣ、日本、カナダ、ロシア、ＮＺ、ノ
ルウェー、スイス、オーストラリア、トルコなど

米国

中国、インド、メキシコ、ブラジル、

韓国、ＥＵ２ヵ国＇キプロス（

など

気候変動枠組条約批准国＇194ヵ国・地域（

京都議定書批准国＇190ヵ国・地域（

京都議定書未批准国＇4ヵ国（

気候変動枠組条約の附属書Ⅰ国＇40ヵ国・地域（

気候変動枠組条約の附属書Ⅰ国＇1ヵ国（

非附属書Ⅰ国＇150ヵ国（

非附属書Ⅰ国＇3ヵ国（

アフガニスタン、ソマリアなど

法
的

拘
束
力

あ
り

な
し

数値約束
あり なし



京都議定書の問題点
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○ 京都議定書で削減義務を負う国の割合は世界のＣＯ２排出量の３割弱。
＇主要各国の温室効果ガス削減率 日本：▲６％、ＥＵ：▲８％、ロシア：±０％（

○ 大排出国である米・中・印は削減義務なし。

○ 途上国の排出には何ら制限がなく、２０１０年までに世界全体の排出は４割増加。
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世界のエネルギー起源CO2排出量＇２００７年（[％]

京都議定書の概要と課題



京都議定書の現行の目標水準が決まった時の問題

○ 各国の削減目標が、各国の実質的な公平性を全く考慮しないつかみの数字で

決まってしまった。
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＜１９９０年 → ２００８～２０１２年の温室効果ガス削減義務量＞

○ 日 本 ▲６％ ＇コストをかけて達成予定（
○ ＥＵ ▲８％ ＇楽に達成できる水準（
○ 米国 ▲７％ ＇批准せず（

○ 途上国 削減義務なし

 COP３開始前、我が国は、我が国自身の目標を『２．５％削減』とする案を提示。EUは、
EUバブルを認めた上で、先進国一律『１５％削減』という、到底合意できない非現実的な
案を提示。

 その後の削減数値のたたき売りのような交渉の結果、我が国は『６％削減』という厳しい
目標を背負わされることとなった一方、ＥＵは『８％削減』＇当初の提案の約半分（という
容易に達成できる水準で合意。

 米国は、一律『横這い』を提案し、最終的に『７％削減』を合意するも、京都議定書を批
准せず。途上国＇とりわけ中国（が削減義務を負わなかった為、米議会上院が反対。
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ＥＵの事情＇基準年、ＥＵバブル（

○ ９０年という基準年はＥＵに有利。

○ ＥＵ全体での目標達成が認められており、一部加盟国の排出

増を相殺。＇いわゆる「ＥＵバブル」（
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先進国の削減目標と排出実績

出典： EEA “Greenhouse gas emission trends and projections in Europe 2007“、 UNFCCC ”National greenhouse gas invenroty data for the period 1990-2005”、
IEA "CO2 emissions from fuel combustion 1971-2005" 等をもとに作成

先進国の京都議定書削減目標と2005年排出実績＇基準年比（

※中国およびインドは、エネルギー起源CO2排出量＇IEA統計データ（。その他の国々は、温室効果ガス＇６ガス（の排出量。

国名 目標[%] '05年実績[%] 差分 国名 目標[%] '05年実績[%] 差分 国名 目標[%] '05年実績[%] 差分

ポルトガル 27.0 40.4 13.4 ロシア 0.0 -28.7 -28.7 アイスランド 10.0 10.5 0.5

ギリシャ 25.0 25.4 0.4 ウクライナ 0.0 -54.7 -54.7 オーストラリア 8.0 2.2 -5.8

スペイン 15.0 52.3 37.3 クロアチア -5.0 -15.5 -10.5 ノルウェー 1.0 8.8 7.8

アイルランド 13.0 25.4 12.4 ポーランド -6.0 -32.0 -26.0 ニュージーランド 0.0 24.7 24.7

スウェーデン 4.0 -7.4 -11.4 ハンガリー -6.0 -34.5 -28.5 カナダ -6.0 25.3 31.3

フィンランド 0.0 -2.6 -2.6 ルーマニア -8.0 -45.6 -37.6 日本 -6.0 7.7 13.7

フランス 0.0 -1.9 -1.9 チェコ -8.0 -25.8 -17.8 米国 -7.0 16.3 23.3

オランダ -6.0 -1.1 4.9 ブルガリア -8.0 -47.2 -39.2 スイス -8.0 1.7 9.7

イタリア -6.5 12.1 18.6 スロバキア -8.0 -33.6 -25.6 リヒテンシュタイン -8.0 17.4 25.4

ベルギー -7.5 -2.1 5.4 リトアニア -8.0 -53.1 -45.1 モナコ -8.0 -3.1 4.9

英国 -12.5 -15.7 -3.2 エストニア -8.0 -52.0 -44.0 トルコ N/A 74.4 N/A

オーストリア -13.0 18.1 31.1 ラトビア -8.0 -58.0 -50.0

デンマーク -21.0 -7.8 13.2 スロベニア -8.0 0.4 8.4 国名 目標[%] '05年実績[%] 差分

ドイツ -21.0 -18.7 2.3 ベラルーシ -8.0 -40.6 -32.6 中国 N/A 127.3 N/A

ルクセンブルグ -28.0 0.4 28.4 インド N/A 95.5 N/A

EU15 -8.0 -2.0 6.0

その他先進国市場経済移行国EU15

＇参考（ 発展途上国
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【エネ起ＣＯ２の累積排出量】

歴史的排出責任について

＇出典（IEA、WEO2007

○ IEAでは1900年からの累積の排出量＇歴史的な排出責任（について推計。
○ 2020年までみると、米国とEUが世界全体の累積排出量の50％以上＇米国

30%、EU24%)を占めている。
○ 中国の累積排出量はすでに日本よりも多く、加えて、今後急増が見込まれる。
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1900～2005年までの割合

米国 ３０％

ＥＵ ２３％

日本 ４％

中国 ８％

インド ２％



京都議定書目標達成のための
我が国の国内対策
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我が国の京都議定書の目標達成

1990          1997 2005        2006        2007 2008 2010
＇基準年（ ＇速報値（

12億6千万ト
ン

１３．５
(+7.2%)

＇億㌧CO2（

国内対策による
排出量削減
▲２．５％

森林吸収源
▲３．８％

京都メカニズム

▲１．６％

１３．６
( +7.7% )

(年度)

１３－

１２－

１１－

１３．４
( +6.4% )

１２．９
( +1.9% )

11億9千万トン
( ▲6.0% )

基準年比▲６％
＇京都議定書削減約束（

0.3

原子力発電所の利用率

を84.2％とした場合※、

2008年度における排出

量は、12億2千万トン＇基

準年比-3.1%（

※ 84.2％は、1990年

度以降、原子力
発電所の利用率
が最も高かった
1998年度の値。

○ 京都議定書目標＇９０年比▲６％（に向けた取組

①国内対策による排出量削減 ▲0.6％
＇2008年度からの削減・・・▲2.5％（

＇産業界の自主行動計画の未達分は、産業界がクレジットを購入（

②森林吸収源 ▲3.8％
③京都メカニズム＇政府調達分（ ▲1.6％

12

１３．７
( +9.0% )



○ 政府として１億トンの京都メカニズム・クレジットを外国から国費

で購入する計画。

→ これまでは中国から大半を調達。ウクライナ＇3,000万トン（及びチェコ＇4,000万トン（

から取得する予定。

○ 産業界も自主行動計画の達成に向け、電力、鉄鋼等約３．１億
トンを海外から調達予定。

京都議定書目標達成に向けたクレジット取得

政府の購入分 ５年間で１億ﾄﾝ ＇年間２０００万ﾄﾝ（

電力業界 ５年間で２．５億ﾄﾝ ＇年間５０００万ﾄﾝ（

鉄鋼業界 ５年間で５６００万ﾄﾝ ＇年間１１２０万トﾝ（

合計 ５年間で４．１億ﾄﾝ ＇年間８１２０万ﾄﾝ（
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医療保健福祉
1.6%

教育研究
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31% 非製造業＇農林水産
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18%
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13%
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6%
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2%
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2%

産業
＇工場等（

34％

運輸
＇自動車・船舶等（

18％

民生
31％

1990

年度

産業
38％

運輸
17％

民生
23％

2008年度速報値
総排出量

12.9億t-co2

エネルギー起源CO2
88%

非エネルギー起源CO2

＇化学反応等により生成（
6％

我が国のガス別・部門別温室効果ガス排出量＇２００８年度速報値（
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97年度

480

08年度
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08年度
＇速報（

08年度
＇速報（

08年度
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我が国の部門別温室効果ガス排出量

＇注（「産業」、「運輸」、「業務その他」、「家庭」及び「エネルギー転換」の排出量は、総排出量のうちのエネルギー起源ＣＯ２における部門別排出量

○１９９０年度と比べ、産業部門の排出量は減尐しているが、
民生部門＇業務その他、家庭（の排出量は大幅に増大している。

97年度

97年度 97年度
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72

78100
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主要産業セクター別のエネルギー原単位比較

＇出典：Ecofys＇オランダ（ 2008年（

①火力発電の発電電力量当たり
ｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較＇2005年（

②高炉で鉄鋼1トン製造するのに
必要なｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較＇2005年（

③セメントの中間製品＇ｸﾘﾝｶ（1トン製造
するのに必要なｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較＇2005年（

④紙・板紙1トン製造するのに
必要なｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較＇2003年（

⑤石油製品1kl製造するのに
必要なｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較＇2002年（

⑥銅の精錬に必要な
ｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較＇2000年（

＇出典：＇財)地球環境産業技術研究機構による試算 2009年（
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ポスト京都の国際枠組みに向けた
国際交渉
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国際交渉の流れ

2013年以降の枠組みを、2009年までに合意を得て採択するこ
と等に合意。

ＣＯＰ１３＇バリ行動計画（
＇2007年12月（

２０５０年までに世界全体で半減というビジョンを、全ての国と
共有し、採択することを求めること等に合意。

Ｇ８洞爺湖サミット等＇2008年7月（

気温上昇を２℃未満とすべきとの科学的見解を認識。
＇Ｇ８（２０５０年半減目標を全ての国と共有することを改めて表明。

＇ＭＥＦ（２０５０年までに相当の量削減という世界全体の目標設
定のために、ＣＯＰ１５までに取り組んでいくことに合意。

Ｇ８ラクイラサミット・ＭＥＦ＇主
要経済国フォーラム（

＇2009年7月（

２０１３年以降の枠組みについての合意を目指す。
ＣＯＰ１５＇デンマーク（

＇2009年12月（

鳩山総理は、全ての主要国による公平かつ実効性のある枠
組みの構築と意欲的な目標の合意を「前提」として、１９９０年
比で言えば２０２０年までに２５％削減を目指すこと、及び途上
国支援のあり方について「鳩山イニシアティブ」を表明。

国連気候変動サミット
＇2009年9月（

我が国は、２０５０年までに世界全体で半減することを全世界共通の
目標とすること等を提案。これを真剣に検討することで合意。

Ｇ８ハイリゲンダムサミット
＇2007年7月（

○ ＣＯＰ１３ ＇２００７年１２月、於：バリ（で、 ２００９年＇COP15（までに新たな国際枠組
みについて合意を得ることに合意。

○ 交渉のポイントは、①共有のビジョン＇長期目標（、②緩和＇各国の削減目標（、③
適応、 ④資金協力、⑤技術移転。
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○中期目標についても、温暖化を止めるために科学が要請する水準に基づくものとして、１９９０年比で言えば２

０２０年までに２５％削減をめざす。

○国内排出量取引制度や、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入、地球温暖化対策税の検討をは

じめとして、あらゆる政策を総動員して実現をめざしていく決意。

○世界のすべての主要国による、公平かつ実効性のある国際枠組みの構築が不可欠。すべての主要国の参加

による意欲的な目標の合意が、我が国の国際社会への約束の「前提」となる。

『鳩山イニシアティブ』
特に脆弱な途上国や島嶼国の適応対策への支援について、①先進国が相当の新規で追加的な官民の資金で貢献す

ることが必要であること、②とりわけ支援資金により実現される途上国の排出削減について、測定・報告・検証可能な形
でのルール作りが必要であること、③資金支援につき、予測可能な形の革新的なメカニズムの検討や、バイ・マルチ資
金についての情報提供やマッチングに関するシステムが必要であること、また、④低炭素技術の移転を促進するため、
知的所有権の保護と両立する枠組みを創ること等を提案し、これを具体化する中でCOP15の成功のために尽力していく
ことをステートメントの中で表明。

国連気候変動首脳会合における鳩山総理の演説

19

○ 平成２１年９月２２日、潘基文＇パン・ギムン（国連事務総長のイニシアティブにより、ニューヨーク・国連本部

にて開催。

○ 米・仏・英・伊・加・豪・中国・韓国・南ア等の主要経済国を含む約９０か国の首脳等が出席。

○ 鳩山総理が開会式においてステートメントを行った。

会合の概要

鳩山総理のステートメント概要



COP１５までの国際動向

９月２２日＇火（ 国連地球環境サミット 総理スピーチ
・
・

１０月２４日＇土（ デンマーク・ラスムセン首相スピーチ
 法的文書の詳細に向けた＇ＣＯＰ１５以降の（更なる交渉についての方向付け。
 新たな野心的な国際協力を迅速に実施するための政治的コミットメントを獲得・奨励。
 コペンハーゲン合意は、バリ行動計画の全側面＇共有のビジョン、緩和、適応、技術、資金（を包含。

１１月 ２日＇月（～８日＇金（ AWGバルセロナ非公式会合
１１月１３日＇金（ 日米首脳会談
１１月１５日＇日（ APEC 気候変動首脳朝食会

１１月１６日＇月（・１７日＇火（ プレCOP非公式閣僚会合
１１月１７日＇火（ 米中首脳会談
１１月２５日＇水（ 米国 数値目標発表
１１月２６日＇木（ 中国 数値目標発表
１１月３０日＇月（ 欧中首脳会談

１２月 ７日＇月（～１８日＇金（ ＣＯＰ１５

１２日＇土（～ 非公式閣僚級会合の開始

１７日＇木（～ 首脳級会合の開始
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 排出権取引は削減に寄与せず。30%目標への引き上げも、国際

的ポーズの面が強く、真水対策を上積む意図無し。あくまでも金融
業界の権益保護が狙い。

 2013年には制度的裏付けが必要との焦り。日本を高値でも排出
権を購入する立場＇京都議定書附属書Ｂへのコミット（に追い込みたい。
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 2000年以降、排出量は急拡大。歴史的責任＇2005年までの累積
総排出量（でも既に日本を凌駕。

 国際枠組みには参加するが、自主的行動ベース。＇なお、2020年
の目標値は現行の第11次5カ年計画より緩いものとの指摘あり。（
追加対策には支援が必要との発想。

 現行CDM制度の６割を握る最大の受益者。加えて、省エネ技術の
第三国輸出でも既に日本の強力なライバル。技術の獲得に貪欲。

中

国

 ９０年代の高成長・排出量拡大に伴う高い発射台と、カバー率８割
以上の国内排出権取引導入の試みが特徴。

 国際的には、京都議定書型排出総量規制は受け入れず。クレ
ジット市場も自主認証で独自開拓。米中、南米連携などを強化？

 上院法案の審議動向が不透明。ただし、2012年までの合意を焦
る理由無し。国際的な法的合意の成否は米国法案次第の面も。

米

国

各国の排出動向と事情
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１．日程・場所

2009年１２月７日＇月（～１８日＇金（ 於：コペンハーゲン＇デンマーク（

※COP全体会合は、最終的に19日＇土（午後に閉幕。

２．主な出席者

日本から、鳩山総理大臣、小沢環境大臣、増子経済産業副大臣、福山外務副大臣
等が出席。オバマ米大統領、ブラウン英首相、サルコジ仏大統領、メルケル独首
相、温家宝中国首相、シン印首相をはじめ、115カ国等の首脳が参加。また、世界中

から、政府・国際機関関係者、NGO等、３万４千人以上が参集。

３．概要

– １２月１７日＇木（夜から１８日＇金（にかけては、２０数か国の首脳による尐人数
グループ会合が、のべ１０数時間以上にわたって開催。首脳による交渉が行わ
れるとともに、首脳自ら直接ドラフティング作業。その結果、「コペンハーゲン合
意」が作成された。

– その後、19日未明にかけて開催されたＣＯＰ全体会合では、先進国、島嶼国、Ｌ

ＤＣを含めほぼ全ての国が「コペンハーゲン合意」に賛同。しかし、数か国＇ベネ
ズエラ、キューバ、ボリビア、ニカラグア、スーダン（が強硬に採択に反対したた
め、最終的に、「同合意に留意する」旨の決定が採択。

– 条約特別作業部会＇AWG-LCA（、議定書特別作業部会＇AWG-KP)の両作業部会
も引き続き作業を継続することが決定された。

ＣＯＰ１５の概要

22



COP15における主要論点と結果
＇コペンハーゲン合意のポイント①（

 長期目標（2050年 世界半減）

 具体的な削減目標には合意できず。

 世界全体の気温の上昇を２℃に抑えるべきとの科学的見解を認識、世界全体及び国毎の排

出をできるだけ早期にピークアウト。

 MRV（測定、報告、検証）

 支援を受ける途上国の緩和行動については、COPで採択されたガイドラインに従い、国際的な
ＭＲＶ＇測定、報告、検証（の対象とする。

 上記以外の途上国の行動については、国内的なＭＲＶの対象とする。国家主権を尊重する形
で定められたガイドラインに従って、国際的な協議及び分析を受ける形で、緩和行動の実施に
関する情報を提出。

23

○ 緊急に集められた首脳級会合において、「コペンハーゲン合意」を作成。尐数
国の反対により正式採択とはならなかったものの、多くの国の賛同を得て、「留
意する」という形でとりまとめられた。

○ 主なポイントは以下の5点。
－ 長期目標、MRV、各国の目標値、目標の設定方法、資金



 目標値の内容 （数値と前提）

 各国は、自らの取組を１月３１日までに登録する。

 附属書Ⅰ国は２０２０年に関する定量化された国全体の排出量削減目標。

 非附属書Ⅰ国は、緩和行動を登録。

 米国、中国も合意に参加。京都議定書からのカバレッジから大幅に拡大。

 目標の設定方法 （新たな政治合意と京都議定書の関係）

 国毎に排出総量を割当てる、京都議定書型の目標設定は義務づけられず。制度設計の詳

細は、今後の法的枠組みの構築に。

 米国、中国は、京都議定書型の目標設定には参加しないことが前提。ロシアなども同調する

方向。

 欧州や途上国には、一つの枠組みと言いながら、京都議定書型目標設定への圧力あり。

 資金支援

 短期 ： 先進国全体で、２０１０～２０１２年までの期間に３００億ドルの資金の供与を約束。

 長期 ： 先進国は、２０２０年までに官民共同で年間１０００億ドルを動員する目標を約束

＇官民、バイ、マルチなど多様な資金源（
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COP15における主要論点と結果
＇コペンハーゲン合意のポイント②（



目標の設定方法について

○ 現行の「京都議定書」は、国毎に排出総量を割り当て、それを超過した場合、国際クレ
ジットの購入や超過分に対する罰則を設ける方法。

○ 「コペンハーゲン合意」では、各国の目標及び取組結果を国際的に登録をし、検証する
新たな包括的枠組み。

京都議定書

約束期間内の排出総量を国
別に割当て。

割当総量を超過する場合、国
際クレジットの購入、超過分に
対する罰則などを通じた遵守
を義務づける。

コペンハーゲン合意

各国が目標値を自主的に設
定し、国際的に登録。

国際的な検証で対策の実効
性を担保。目標未達の場合
も、義務として国際クレジット
は購入しない。

25

※ＣＯＰ１５の際の非公式首脳会合への参加国・機関の合計

米中も参加。
世界の排出量の約８割※をカバー。

米中は削減義務を負わない。
世界の排出量の約３割をカバー。



【ＣＯＰ決定】

条約締約国会議は、１２月１８日のコペンハーゲン合意に留意する。
The Conference of the Parties, Takes note of the Copenhagen Accord of 18 December 2009 

＜コペンハーゲン合意＇Copenhagen Accord （＞

＇１（前文

■ AWG-LCA及びAWG-KPの作業継続を支持する
■ 本合意を直ちに実施に移すものとして合意する

(Have agreed on this Copenhagen Accord which is operational immediately)

＇２（長期目標

■ 世界全体の気温の上昇が２℃を超えないようにすべきであるとの科学的見解を認
識し、長期の協力的行動を強化する。

■ 世界全体及び国毎の排出をできるだけ早期にピークさせるよう協力する。

＇３（緩和行動：附属書Ｉ国の義務

■ ２０２０年に関する定量化された国全体の排出目標の実施を約束。

■ 別表Ⅰの形式で１月３１日までに排出目標を事務局に提出。

■ 京都議定書の締約国は、それによって＇排出目標を事務局に提出することで（、京
都議定書によって開始された(initiated)排出削減を更に強化する。

ＣＯＰ１５における合意について①
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＇４（緩和行動：非附属書Ｉ国の行動
■ 緩和行動を実施する。
■ 別表Ⅱの形式で１月３１日までに緩和行動を事務局に提出。
■ 緩和行動を国内的なＭＲＶ＇測定、報告、検証（の対象とする。国家主権を尊重する形

で定められたガイドラインに従って、国際的な協議及び分析を受ける形で、緩和行動
の実施に関する情報を送付する。

■ 支援を受ける緩和行動については、COPで採択されたガイドラインに従い、国際的な
ＭＲＶ＇測定、報告、検証（の対象とする。

＇５（資金支援
■ 市場を活用する機会を含む様々なアプローチを追求することを決定。

＇６（資金支援
■ 先進国全体で、２０１０年から２０１２年までの期間に３００億ドルに迫る資金の供与を

約束。
■ 先進国は共同で、２０２０年までに共同で年１０００億ドルを動員する目標を約束。官、

民、バイ、マルチといった広範な種類の資金源から構成。

＇７（コペンハーゲン緑の基金
■ 条約に基づく資金メカニズムの運営主体として、「コペンハーゲン緑の基金」の設立を

決定

＇８（技術支援
■ 技術の開発及び移転を支援する「技術メカニズム」の設立を決定。

＇９（評価・見直し
■ ２０１５年までのこの合意の実施状況について評価。その際には、温度上昇を１．５℃

の温度上昇との関係を含む長期目標の強化の検討を含む。

ＣＯＰ１５における合意について②
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ＣＯＰ１５＇第１５回条約締約国会合（／ＣＭＰ５＇第５回議定書締約国会
合（は、ＣＯＰ１６までに作業を終了させることを目的として、それぞれの
作業部会での議論を継続することを確認。

ＣＯＰ決定・・・条約作業部会(AWG-LCA)の権限を、COP16に成果を

提示することを目的として作業を継続するよう、一年延
長。

ＣＭＰ決定・・・議定書作業部会(AWG-KP)に対して、CMP6で採択で

きるよう、作業結果を提示することを依頼。

など

ＣＯＰ１５で採択された他の文書
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ＣＯＰ１５後の動向

１．各国の評価
○ 米国は、全ての主要排出国の行動を含む合意が成立し、先進国と途上国の対立構造

を崩したとして前向きな評価。中国については、比較的寛容な立場。むしろ、スーダン
等を問題視。
・オバマ大統領 「とてつもなく難しく、複雑な交渉だった。気候変動の脅威に対して十分な成果ではないが、今
後の国際行動の礎ができた。」「歴史上初めて、世界の主要排出国が気候変動に対する責任を共同して受け
入れた」

○ 欧州は、今回の合意は不十分なものであるとの見解。特に、英・ミリバンド気候変動大
臣は中国を名指しで批判。しかしながら、最近は評価を変えつつある。
・バローゾ欧州委員会委員長（ＥＵ） 「我々の期待からほど遠いものだ。我々の野心的水準に合致していない。」
・メルケル首相（ドイツ） 「我々は一つのステップを進めたが、もっと多くのことを期待していた。」
・ミリバンド・エネルギー気候変動相（イギリス） 「交渉が今回のように乗っ取られることを二度と許してはならない。
2050年までに90年比50％削減、先進国は80％の削減という議長国草案について合意を得られなかった。中国
がこれに反対した。」

○ 中国政府は、国内的には敢えて高い評価。また、海外からの批判に対して大きく反発。
・温家宝総理 「中国はコペンハーゲンアコードの合意において、重要かつ建設的な役割を果たした。これはすべ
ての国の合致した努力の結果である。」
・姜瑜外務省報道官 「（ミリバンド大臣の発言は）先進国による責任逃れで、途上国の分断を意図したものだ。そ
のような企みは失敗に終わるだろう。」

２．今後の見通しと課題
 各国は、コペンハーゲン合意に基づき、１月３１日までに目標値等を登録。今後、コペン

ハーゲン合意を具体化。

 米国上院における気候変動対策法案の審議の動向。
 ＥＵは、1月15、16日に非公式エネルギー・環境大臣会合を開催。今後の方針等を議論。29



参考：米国・気候変動法案の動向

 下院では、2009年6月26日、排出権取引部門の削減目標を2020年までに05年比
▲17%とする通称「ワクスマン・マーキー法案」が、本会議を僅差＇219対212（で可決。

 法案提出時の排出量取引対象部門の削減目標は、▲２０％。その後修正を経て、可決時は2005年比
▲17%削減に下方修正。排出量取引部門以外を含む経済全体の目標値は、2005年比▲２０％。

 上院では、 2009年9月30日、下院法案を踏まえた「ケリー・ボクサー法案」が提案。

 2020年までに排出量取引対象部門の削減目標は、下院の法案提出時と同じく、▲２０％。経済全体での
目標値も、2005年比▲２０％。

 上院・環境公共事業委員会＇ボクサー委員長（は、2009年11月5日、共和党議員がボ
イコットを続ける中、法案を強行採決。しかし、その後、審議は膠着。

 環境公共事業委員会が、共和党不在で審議を強行した結果、100前後あった要望事項を踏まえた法案
修正が全く行えず、いまだ、法案は提出当時のまま。財政委員会、外交委員会等の関係委員会の調整も
進まず。

 今後、民主党・共和党超党派の穏健派議員による調整が進むとの見通しもあるが、
大きな進展はなし。

 2009年12月、超党派の支持を目指し、上院ケリー議員（民主）、リーバーマン議員（無所属）、グラハム議
員（共和）が新たな法案骨子を公表。ただし、具体的な法案化（法案修正）の作業は未着手の模様。

 政権最大の課題であるヘルスケア法案は、2009年12月に上院本会議で可決されたが、民主党リード院
内総務は、金融改革法案の審議優先を表明。雇用対策等もあり、温暖化対策法案の審議の見通しは不
透明。（2010年11月には中間選挙あり。）

 上院の民主党議席数は、1月末の上院補選で敗北した結果、５９議席に。また、産炭地・重工業地帯等の
選出州議員などが反対を表明しているため、本会議での法案成立に必要な６０票確保の見通しが今のと
ころ立っていない。
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12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

気候変動問題に関する国際交渉関係の主要動向＇２０１０年（

～1/31

各国の削減
目標を提出

国連
プロセス

主要国の
会合等

コペン
ハーゲ
ン合意

1/27～31
ダボス会議

＇於：スイ
ス（

11月
Ｇ２０サミット
＇於：韓国（

11月
ＡＰＥＣ
首脳会合
＇於：横浜市（

6/26,27
Ｇ８・Ｇ２０
サミット

＇於：カナ
ダ（

その他
動向

1/15,16
欧州非公式

エネルギー・
環境大臣会
合

11/2

米国中間
選挙

12/7～12/18
ＣＯＰ１５

＇於：コペン
ハーゲン（

ＡＷＧ
ＬＣＡ

ＡＷＧ
ＫＰ

5/31～6/11
ＵＮＦＣＣＣ

第一セッショ
ン
＇於：ドイツ（

9月

国連総
会

11月～12月
ＣＯＰ１６
＇於：メキシコ（

主要国による
コペンハーゲン合意を

踏まえた取組
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各国の目標値の評価



＇注１（ ＇※（の付された各国の目標の上限値は、各国動向など前提付き。
＇注２（ ＢＡＵ比とは特段の対策のない自然体ケース＇Business As Usual （

中国 2005
▲40％～▲45％

（ＧＤＰ原単位ベース）

2020年まで8％成長：排出量は05年比1.9倍
2015年以降6％成長：排出量は05年比1.7倍

インド 2005
▲20％～▲25％
（ＧＤＰ原単位ベース）

2015年まで7％成長、2015年以降6％成長：

排出量は05年比2.1倍

基準年 中期目標 90年比換算削減率

日本 1990 ▲25％ ▲25％

ＥＵ 1990 ▲20％～▲30％＇※（ ▲20％～▲30％＇※（

米国 2005 ▲17％ ▲ 4％＇米国の主張（

カナダ 2006 ▲20％ ▲ 3％

オーストラリア 2000 ▲ 5％～▲25％＇※（ ＋13％～▲11％＇※（

ニュージーランド 1990 ▲10％～▲20％＇※（ ▲10％～▲20％＇※（

ロシア 1990 ▲20％～▲25％＇※（ ▲20％～▲25％＇※（

○ 主要排出国は、概ね、各国の目標値を公表。

○ 先進国は排出削減総量、途上国はＢＡＵ比若しくは原単位ベースで国別行動を約束。

各国の目標値
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34

我が国の温室効果ガス排出量の推移
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(百万トンCO2)

【京都議定書
目標の達成値】

１２５４

1286

07年比
▲425百万トン

＇90年比▲25％、
05年比▲30％程度（

【出典】環境省 2008 年度＇平成20年度（の温室効果ガス排出量＇速報値（

＇※（

＇※（ 環境省 2008 年度＇平成20年度（の温室効果ガス排出量＇速報値（データの
1990年度1261百万トンをもとに、算出。



日
々
の
く
ら
し

住宅/オフィス
エネルギーマネジメントの見える化、多くの新築をエコ化、省
エネリフォームの推進

6 

輸送 エコカーへの早期移行、移動手段・物流手段の変更 6 

発電・送電 原子力発電稼働率改善、バイオマス、家庭電源高圧化 5 

産業 産業界の更なる省エネ化 3 

農業
農作物の植物病被害低減ならびに耕作放棄地･余剰農地に
おける堆肥・緑肥生産

1 

森林 適正に手入れされている森林の確保 4 

ＣＤＭ 鉄鋼、セメント、紙パルプ、発電、鉄道、原子力発電 5 

合計 30％

日々のくらしを中心にCO₂ ２５％目標を達成する

＜資料ー１ CO₂ ２５％削減計画とその動かし方＞

Ⓒ小宮山 宏 35

小宮山プラン<小宮山氏資料から抜粋>



2007年の排出量
(90年比+9％)

前政権の2020年ベースライン(90年比+17％)

真水対策：
▲２９％

森林、CDM：
▲１０％

90年比▲20％

90年比▲30％

90年比▲12％

○前政権時の目標の成長率想定は成長戦略に相当し、2020年時点のベースラインの排出量は90年比
+17％。他方、小宮山プランでは、2007年の排出量をそのままベースラインとしている＇成長率想定が
２００７年度以降０％であることに相当（。

○小宮山プランのベースラインを前政権時の数値＇2010年代に２％の経済成長（に統一した場合、削減
率は前政権時とほぼ同等になる＇小宮山プラン：90年比▲12％、前政権目標：90年比▲8％（。

90年比▲22％

小宮山プラン

小宮山プラン
(ベースラインを変更)

90年比▲8％

真水対策：
▲２５％

前政権の目標

実質GDP成長率
０５～２０：＋１．３％
１０～２０： 約＋２％

(注) 前政権のベースラインの排出量は需給見通しの数値。その他ガスについてはベースラインがないため、最大導入ケースでの排出量を引用し足し合わせた。

小宮山プランと前政権の目標の比較
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○ 今回の結果を不十分とする声が、英国をはじめ域内にあり。特に、排出権取引市場関係者の
声は厳しい。今後の方針については、1月15、16日のエネルギー・環境大臣会合などで議
論。

○ 1月31日までのコペンハーゲン合意に基づく登録に際しては、従来からの90年比20％削減又
は条件付30％削減の目標を維持。

○ なお、ＥＵは、目標を３０％にした場合は、追加的にクレジット(５％)と森林吸収源(最大
３％)の活用に、京都議定書の超過達成分を組み合わせ、２０％削減目標時の国内対策を変
更せずに３０％に引き上げ可能との分析あり。

参考：EUの動向について

15

残り
約9％

クレジット購入
約4%

2005年比１３％

2005年までの削減分
＇燃料転換、EUバブル

などを含む（

超過達成による
持越し＇約5%（※１

残り
約12%

クレジット購入
約4%

2005年比24％

2005年までの削減分
＇燃料転換、EUバブル

などを含む（

クレジット購入
約5%

森林吸収源
最大約3%※２

1990年比20％

1990年比▲20%ケース

1990年比▲30%ケース

1990年比30％

？

※90年比と05年比の換算の関係

で一部の数字に誤差が含まれ
る可能性がある。

※１京都議定書においては、超過達成分の持ち越しが認められているが、これを禁止すべきとの意見もある。
※２森林吸収源の量は現在交渉中の算定方式によって▲３％～＋３％と異なる。

【参考：３０％目標に引き上げる場合の想定】
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中国のエネルギー起源ＣＯ２排出量の推移

2000年からの6年間でエ
ネルギー起源CO2排出
量は約26億ﾄﾝCO2※の増
加＇約1.8倍（
※日本の総ＧＨＧ排出量(06年)の約

２倍に相当

＇百万 原油換算ﾄﾝ（

近年、エネルギー消費量の大幅な増加に伴い、エネルギ－起源ＣＯ２排出量が急激に増加。

温室効果ガス全体ではさらに排出量が大きい。

＇年（
出典：CO2 emissions fuel 

combustion 2008 (IEA)

＇百万 ﾄﾝ-CO2（

エネルギー消費量は
約7.8億原油換算トン
増加＇約1.7倍（
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参考：中国の動向について＇目標値の評価など（

○ 年８％の経済成長を続けた場合、原単位ベース４０％改善とした場合、２０２０年時
点での総排出量は０５年比で1.9倍。

○ 国際的な批判の有無にかかわらず、あくまでも自主的な行動として取り組みを進め
ていくとの立場を堅持。現在検討中の第１２次５か年計画等に基づき、取組を具体化
する方向か。

中国の排出量の見通し（2005年＝１とした場合）

～2015年以降の経済成長率を年６％とした場合～～経済成長率を年８％で維持する場合～

1.62

40%
改善

5カ年計
画継続

1.90

年率８％成長

3.17 3.17

2.89

1.48

1.73

40%

改善

年率８％成長 年率６％成長
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$0

限
界

削
減

費
用

[$
/
 ト

ン
C

O
2
]

$500

$400

$200

$100

途上国
＇ブラジル、

インドネシア等（

EU
＇▲20%（

$48

米国

$60

EU
＇▲30%（

$135

日本

$476

$50

+10%を真水対策で行えば１３５
ドル。超過削減分の持ち越しな
どを活用すれば、この数字は
更に減尐。

$50 ： 2020年時点の先進国
間での排出量取引価
格＇予想（※ ２

韓国

$21

中国
(▲50%)

$12

中国
(▲40%)

$0

$0 ：初期コストを省エネ効
果で相殺できる水準

※１ 限界削減費用：追加的にＣＯ２を1トン削減する努力に要する費用＇$/トンCO2（。ＲＩＴＥ試算。
※２ ＩＥＡ＇国際エネルギー機関（の450ppm安定化シナリオ(2050年までに世界半減) （による。
※３ 米国の目標を▲２０％に引き上げた場合の限界削減費用は＄６４。

限界削減費用(※1)による各国の目標値比較
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 現在までにＥＵで削減された排出量の半分のみ
が、環境政策の結果によるもの。残りの半分につ
いては、共産圏の崩壊と景気後退によるもの。

 排出量取引制度＇ＥＵ－ＥＴＳ（はこれまでの削減
に寄与していない。

 ＥＵがより野心的な削減目標を掲げない限り、ＥＵ
－ＥＴＳは効果のない制度になる危険性がある。２
０％の削減目標では、ＥＵ－ＥＴＳはグリーン経済
への移行を促進しないし、リーダーシップをとると
の主張にはほど遠い。

 先進国は、ＩＰＣＣが推奨する世界の気温上昇を
２℃以下に抑えるため、削減努力に力を入れなけ
ればならない。

 ２０２０年までに１９９０年比で２５％削減という日
本の目標は、２０２０年までに３０％削減というＥＵ
の上限よりも、より野心的な内容。

○ Ecofys※は、EUの現在の目標は、気候変動分野でリーダーシップをとるのには
不十分。EUが目標を30%にまで引き上げても、日本の25%目標の方が野心的と
分析。＇2009年12月公表（。※Ecofys：欧州のエネルギー・気候変動分野の世界最大級のコンサルタント会社

Ecofysの分析結果

EcofysによるＥＵと日本の削減目標に関する評価
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不十分

中程度

十分

優良コスタリカ
モルディブ

ブラジル

日本

ノルウェイ

アイスランド

インド

インドネシア

メキシコ

ニュージーランド
韓国
スイス

アルゼンチン
オーストラリア
ベラルーシ
カナダ
中国
クロアチア
ＥＵ

ロシア
南アフリカ

ウクライナ

アメリカ
www.climateactiontracker.org/
Ecofys/Climate_Analytics

欧州研究機関の共同プロジェクトにおける分析＇2009年11月（

○Ecofys, ポツダム気候影響研究所、及びClimate Analyticsは、共同で各国の中期目標に
ついて総合評価を実施。

○日本の目標値は「十分」とする一方、米国・ＥＵ・中国の目標値を「不十分」と分析。

※一人あたり排出量、支払い能力、歴史的責任、原単位など様々な指標に基づいた各種の分析結果を基に総合評価。
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オランダ環境評価庁による分析＇2009年12月（

○ オランダの国立研究機関であるオランダ環境評価庁は、先進国の削減目標について分析。

○ ＥＵは３０％に引き上げて、何とか長期の削減パスに整合。先進国の中では、日本の２５％目標の
み、長期削減パスをクリア。

ＥＵは、削減目標を30％にすることで、ようやく長期削減
パス＇2050年80％削減（と整合的。

京都議定書目
標

ベースライン

２０％

２０５０年８０％
削減へのパス

３０％

日本の25％削減目標は、長期削減パス＇2050年80％削減（
と整合的。森林吸収源次第では、更に意欲的な目標に。

京都議定書目標

２５％

ベースライン

２０５０年８０％
削減へのパス
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ＩＥＡ＇国際エネルギー機関（の分析について

○ ＩＥＡは、2009年10月に公表した、「World Energy Outlook 2009」の中で、世界全
体の温暖化ガスの濃度を450ppmで安定化させるため、必要な各国の削減目標
を試算。

○ 欧州、米国など各国の中期目標値と概ね近い数字になっている。

IEAの試算(90年比)

2020年 2030年

日本 ▲10％ ▲40％

ＥＵ ▲23％ ▲44％

米国 ▲ 3％ ▲35％

ロシア ▲27％ ▲39％

中国 ▲47％ -
（ＧＤＰ原単位、０５年比）

各国の中期目標(90年比)

2020年

▲25％

▲20％～▲30％

▲ 4％＇米国の主張（

▲20％～▲25％

▲40％～▲45％

2050年までに世界全体の排出量を半減
４５０ppmで安定化、温度上昇を２度以内に

（ＧＤＰ原単位、０５年比）
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○450ppmで安定させるために必要な先進国の削減率＇90年比（

＇※２（ は、米国W&M法案が目標とする削減率

＇※１（削減率の後ろの数値は、当該年度における排出量＇Mｔ（

-44%(2270)

19%

-3%＇4717（

15%

-5%-4%

-23%＇3109（

16%

-10%＇961（

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

米国

日本

EU

2007 2012

-25%

-40%(636)

-35%(3171)

-31%

2020 20301990

ＩＥＡによる２０３０年に向けた先進国の排出削減パス
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長期削減に向けた革新的技術開発の重要性
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２０５０年ＣＯ２排出量予測 ６２０億ﾄﾝ

２０５０年半減排出量 １４０億ﾄﾝ

ＣＯ２排出量２０５０年半減ケースにおける技術の削減ポテンシャル

出所：IEA Energy Technology Perspective 2008

○ 革新技術の開発・普及により、２０５０年排出半減は実現可能。

○ 一方、実現には、２０５０年までに年間４５兆ドル＇約４，７００兆円（、世界
全体のＧＤＰの１．１％相当の追加投資が必要。

必要削減量
４８０億ﾄﾝ

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

ク
リ
ー
ン

エ
ネ
ル
ギ
ー
等

Ｃ
Ｃ
Ｓ

産業及び転換部門

発電部門

原子力

再生可能エネルギー
＇太陽光、風力、ﾊﾞｲｵ燃料等（

発電効率向上、発電燃料の転換

最終消費燃料の転換

最終消費電力の効率向上

最終消費燃料の効率向上

９％＇４３億ﾄﾝ（

１０％＇４８億ﾄﾝ（

６％＇２８億ﾄﾝ（

２１％＇１０１億ﾄﾝ（

７％＇３６億ﾄﾝ（

１１％＇５５億ﾄﾝ（

１２％＇５９億ﾄﾝ（

２４％＇１１４億ﾄﾝ（

C
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2
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s 
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t 
C

O
2
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● 年間、100万kW級の原発を32基増
設、４MW級風力発電を約17000基、
50万kW級石炭火力発電35基にＣＣＳ
を付設することが必要とされている。
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革新的技術による２０５０年半減のイメージ



新たなクレジットメカニズムについて



京都メカニズムの概要

共同実施＇ＪＩ（

先進
国
Ａ

先進国Ｂ

共同の削減
プロジェクト

削減量

先進国どうしが共同で事業を
実施し、その削減分を投資国
が自国の目標達成に利用で
きる制度

ｸﾘｰﾝ開発ﾒｶﾆｽﾞﾑ(CDM)
＇京都議定書１２条（

先進国と途上国が共同で事業
を実施し、その削減分を投資国
＇先進国（が自国の目標達成に
利用できる制度

先進
国
Ａ

資金
技術

途上国Ｂ

共同の削減
プロジェクト

削減量

各国の削減目標達成のた
め、環境関連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの
資金利用を条件に、先進国
どうしが排出量を売買する制
度

先進
国
Ａ

先進国Ｂ

目
標
以
上
の

削
減
量

資
金

ｸﾞﾘｰﾝ投資ｽｷｰﾑ＇GIS（

CER

削減量削減量 割当量等

※Joint Implementation※Clean Development Mechanism ※Green Investment Scheme

AAU等 ERU

※ERU: Emission Reduction Unit※CER: Certified Emission Reduction ※AAU: Assigned Amount Unit

＇京都議定書１７条の一形態（ ＇京都議定書６条（

資金
技術
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国内の京都クレジットの取得状況

○現時点で、我が国全体で約４億トンの京都クレジットを調達予定。
○電力、鉄鋼においては、自主行動計画の目標達成のため、

京都クレジットを調達。

・ 電力業界 ５年間で２．５億ﾄﾝ ＇年間平均５０００万ﾄﾝ（

・ 鉄鋼業界 ５年間で５６００万ﾄﾝ ＇年間平均１１２０万ﾄﾝ（

○ また、1２業種＇※（においては、目標達成が困難な場合には
京都クレジットの活用を検討する旨が表明されている＇200９年
１１月時点（。

＇※（日本ガス協会、日本自動車部品工業会、日本産業車両協会、電機・電子４団体、日本
工作機械工業会、日本建設機械工業会、日本産業機械工業会、セメント協会、日本LP
ガス協会、石油連盟、日本フランチャイズチェーン協会、日本チェーンドラッグストア協会

＇参考（政府の購入分 ５年間で１億ﾄﾝ ＇年間平均２０００万ﾄﾝ（
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種 別 相 手 国 クレジット量

CDM 中国 他 約2,500万トン

GIS ウクライナ 3,000万トン

GIS チェコ 4,000万トン

GIS ラトビア 150万トン

合計 約9,650万トン(A)

我が国のクレジット取得予定量＇2008～2012（

基準年＇1990年（比1.6%相当 約１０，１００万トン(B)
今後の取得予定＇B-A（ 約４５０万トン

これまでに日本政府が取得した京都クレジット
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欧州排出権取引市場＇EU-ETS（におけるクレジット価格推移

€5.00)

€10.00)

€15.00)

€20.00)

€25.00)

€30.00)

€35.00)

20
07

/1
2/

06

20
08

/0
1/

06

20
08

/0
2/

06

20
08

/0
3/

06

20
08

/0
4/

06

20
08

/0
5/

06

20
08

/0
6/

06

20
08

/0
7/

06

20
08

/0
8/

06

20
08

/0
9/

06

20
08

/1
0/

06

20
08

/1
1/

06

20
08

/1
2/

06

20
09

/0
1/

06

20
09

/0
2/

06

20
09

/0
3/

06

20
09

/0
4/

06

20
09

/0
5/

06

20
09

/0
6/

06

20
09

/0
7/

06

20
09

/0
8/

06

20
09

/0
9/

06

20
09

/1
0/

06

20
09

/1
1/

06

20
09

/1
2/

06

2008.7.1 　€30.6

2008.7.7 　€22.9

2009.2.12 　€8.2

2009.2.12 　€7.3

ＣＯＰ１５終了後、ＥＵ－ＥＴＳにおけるクレジットは若干下落している。
＇会期前後で、下落幅は１トン当たり２ユーロ程度。（

【COP１５前後での価格推移】

EU-ETS：14.86ユーロ＇12/7（
→ 12.37ユーロ＇12/21（

CDM     ：13.15ユーロ＇12/7（
→ 11.03ユーロ＇12/21（

※年明け以降も、１２月末の価格帯を横ばいで推移

ＥＵ－ＥＴＳ

ＣＤＭ
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クレジットの一次取得は、２００５年までは日本が最大であったものの、２００６年以
降、総排出量が減尐している英国が、最も多く取得している。

State and Trends of the Carbon Market 2009(世界銀行)より

ＣＤＭ・ＪＩクレジットの一次取得の各国比率について
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ＣＤＭクレジットの供給国としては、中国が最も大きな比率を占めており、２００２年か
らの総計で６６％、２００８年だけでは８４％を占めている。

State and Trends of the Carbon Market 2009(世界銀行)より

ＣＤＭクレジットのホスト国の比率について
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CDMの現在の対象分野

出典：ＵＮＦＣＣＣ
ＵＮＥＰ

水力
27%

メタン破壊
15%

バイオマス
14%

風力
14%

ランドフィル

ガス回収
8%

省エネ
6%

その他
16%

プロジェクトの分野別件数割合
＇登録済みプロジェクト（

(参考)
ＨＦＣ関連プロジェクト：２１件
Ｎ２Ｏ関連プロジェクト：６０件

HFC
25%

N2O
15%

水力
13%

ランドフィ

ルガス
8%

風力
8%

化石燃料

転換
7%

省エネ
6%

その他
18%

プロジェクトの分野別発行量割合
＇登録済みプロジェクト（
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 日本で運転中の最新式の石炭火力発電の効率を米、中、インドの石炭火力発電に適用す
ると、CO2削減効果は、約13億トン。

 これは、日本一国のCO2排出量に相当。

「実績」データの出典 ： IEA “World Energy Outlook 2006”

石炭火力発電からのCO2排出量 ＇2005年（
- 実績 vs 日本のベスト・プラクティス＇商業中の最高効率（適用ケース -

0
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最
新

鋭

導
入

ケ
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ス

実
績

実
績

実
績

日本 米国 中国 インド

Mt-CO2

(▲377)

(▲22)

(▲705（

(▲180)

▲377 ＇百万㌧（
＋▲705 ＇百万㌧（
＋▲180 ＇百万㌧（

約 ▲13億㌧

最
新

鋭

導
入

ケ
ー

ス

最
新

鋭

導
入

ケ
ー

ス

最
新

鋭

導
入

ケ
ー

ス

「Ecofys International Comparison of Fossil Power Efficiency and CO2 Intensity 2008」から試算

278 256

1992 1615 2424 1719

659 479

日本の石炭火力発電効率を主要国に適用した場合の効果
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○我が国鉄鋼メーカーは、海外メーカーが供給困難な高機能鋼材を、自
動車、発電、造船分野等に供給し、その分野での使用段階でのCO2削

減に貢献。

○定量的な把握をしている５品種だけでも、2008年度において、国内851

万㌧、海外では636万㌧のCO2削減効果※と評価されている。

〔参考〕 ５品種 ： 自動車鋼板、方向性電磁鋼板、船舶用厚板、ボイラー用鋼管、ステンレス鋼板

ハイブリッド自動車モーター用

高効率無方向性電磁鋼板による、
燃費向上・高出力・小型軽量化。

【高機能鋼材の具体的な使用例】

写真はトヨタ/プリウス駆動用モーター

自動車用 高機能鋼板＇ハイテン（
による、燃費向上・小型軽量化。

船級協会や造船業界との共同開
発した高強度高靭性厚板による、
輸送能力の向上。

※ 日本エネルギー研究所による試算

鉄鋼業による世界の温室効果ガス削減への貢献の例



注： 日米欧化学業界で構成するICCA＇International Council of Chemical Associations：国際化
学工業協会協議会（が、マッキンゼーに委託した調査結果

断熱材

生産時に発生するCO2の
約250倍

※冷暖房効率の上昇 等

炭素繊維

生産時に発生するCO2の
約70倍

※航空機素材の軽量化 等

蛍光ランプ

生産時に発生するCO2の
約20倍

※省電力、長寿命化 等

エコタイヤ

生産時に発生するCO2の
約50倍

※転がり抵抗の軽減 等

化学産業による世界の温室効果ガス削減への貢献の例

○ ＩＣＣＡ＇国際化学工業協会協議会（が公表した２００９年７月の調査報告＇注（に

よれば、化学製品により、２００５年時点で６９億トンＣＯ２相当の削減に貢献。

これは、自らの製品生産で排出される量の約２．１倍。

○ また、２０３０年には、１８０億トン～２１０億トン、自らの排出量の２．７倍～

４．２倍の削減が可能。



○ ＧｅＳＩ (Global E-Sustainability Initiative ；注) が公表した２００８年６月の調査
報告によれば、ＩＴ技術により、２０２０年には、７８億トンCO２相当の削減が可能。
これは、世界全体のＣＯ２排出量の１５％。自らの排出量＇１４億トン（の約５倍。

ITの貢献の内訳＇単位は億トンCO2換算（

５１９

４００

今後の排出見込みとITの貢献＇単位は億トンCO2換算（

２００２

２０２０
見込み

ITによる削減７８億トン
＇見込みの１５％に相当（

＇注（ＧｅＳＩ：２００１年にＩＴセクターの持続可能な発展を促進するため設立された国際産業団体。ＡＴ＆Ｔ、
ドイツテレコム等の通信事業者、シスコ等の機器メーカー等が参加。

ITセクターは
５億トン

ITセクターは
１４億トン

24

21
11

22
建築物運輸

産業

スマートビルディング
16.8

モーターや産業
分野の制御

9.7

物流効率化
15.2

スマートグリッド
20.3

エネルギー供給

ＩＴ産業による世界の温室効果ガス削減への貢献の例
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環境負荷低減 クリーンエネルギー製造

風車の大型化

燃料電池

ウラン濃縮回転胴の高速化

高圧水素タンク

炭素繊維は使用時の環境負荷低減およびクリーンエネルギー製造に貢献

軽量化

航空機

自動車

代替燃料システム

効率化

特殊機能

バス・トラック

羽根断面

CFRP
がCFRP＇構造重量の５０％（

１／X はCFRP

日の丸ジェットもCFRP

CNGで低CO2排出量を実現

CFRPで内圧７００気圧を実現

軽量電極材として利用

CFRP製CNGタンク

回転胴

CFRP
＇緑部（

軽量高強度により
軽量タンクを実現

軽量高剛性により
直径１００ｍを実現

軽量高剛性により
高速回転を実現

B787 MRJ

欧州軽量車はCFRP

CFRPCFRP

＇CFRP：Carbon Fiber Reinforced Plastics 、炭素繊維強化プラスチックス（＇CNG：Compressed Natural Gas 、圧縮天然ガス（

炭素繊維産業による世界の温室効果ガス削減への貢献の例①



自動車 航空機CFRP化 CFRP化

炭素繊維利用は地球温暖化対策に大きく寄与

20ﾄﾝ

▲50ﾄﾝ ▲1400ﾄﾝ

20ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2排出量

ライフサイクル
CO2削減効果

炭素繊維製造時の
CO2排出量

ライフサイクル
CO2削減効果

＇製造時含む（ ＇製造時含む（

“炭素繊維協会モデル”

炭素繊維産業による世界の温室効果ガス削減への貢献の例②

炭素繊維１トンあたりのCO2削減効果



2005-2007年
86.0十億ユーロ

＇年平均（南米
3%

米・加・墨
24%

CIS
7%

東欧
6%

西欧
34%

アフリカ／
中東
5%

アジア／
大洋州

21%

 

アクセス可能な鉄道関連地域別世界市場

○鉄道は、低炭素な交通インフラとして、オバマ政権の高速鉄道計画など近年再び
注目が集まっている。

○鉄道関連＇車両、インフラ、サービス等（の世界市場規模は、約14兆円であり、
アジア/大洋州で21％程度。

○日本の正確で安全な大量輸送可能な鉄道システム＇新幹線、都市交通（について
は、海外から高い関心が寄せられている。

62

マニラ：高架鉄道

ホーチミン：地下鉄

バンコク：国鉄新線

クアラルンプール：
路線増加

シンガポール：都心
環状線、南北新線

ジャカルタ：高架
鉄道

デリー～ムンバイ：高速
貨物鉄道計画

中国：高速鉄道建設

鉄道の海外展開可能性案件＇アジア（

デリー：地下鉄

ハノイ：地下鉄

インフラ／システム分野の取組例①＜鉄道＞

２

＇約14兆円（



○今後追加対策を講じなければ、世界のエネルギー起源CO2排出量は2030年までに280億tから
410億tへと130億t増加の見通し。その過半＇約70億t（がアジア等途上国の電力セクターによる。

○特に途上国では、CO2排出原単位の高い石炭を効率の悪い火力発電で大量に利用。

○徹底的な省エネとともに、①クリーンな原子力発電や再生可能エネルギー発電の推進、②石炭・
ガス火力発電の効率アップで、低炭素型の電力供給システムを構築する必要。

○これらは、いずれも、日本が世界トップ・クラスの技術や実績を有する分野。
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東アジア

東南アジア、太平洋地

域
中東、南アジア

アフリカ

東欧

西欧

約４割
増

約２倍

372GW

511GW

807GW

GW

［原子力発電］
中国やインドでは、それぞれ２０基〜４０
基程度の新設計画。
その他、ベトナム、UAE等でも建設計画。

［火力発電］
中国の石炭火力発電の設備容量は
日本の８倍。
しかし、全体の６０％は、高効率化と
環境対策が進んでいない。

インフラ／システム分野の取組例②＜低炭素型電力供給システムの構築＞

［再生可能エネルギー発電］
IEA試算では、2050年の世界の温室効
果ガス排出量を現在比で半減するに
は、途上国の水力発電量を2020年ま
でに現在の５割増、2030年までに倍増
する必要。

３



○アジアの工業生産が増加していく中、省エネ、省水など環境への配慮が不可欠。
○我が国の高度環境技術による運営システムを導入する。

インド・ニムラナ工業団地
＇デリー南西１０５km（

デリームンバイ産業大動脈の

先行事業として、日立製作所

が出資。マイクログリッドの

導入よる工業団地への電力供

給システムを検討。低価格、

安定電力の供給により競争力

向上を図る。

メタンガスを回収し燃焼さ

せるボイラーなど、エネル

ギー消費量削減に資する設

備・システム等を導入。エ

ネルギー費削減2500万円/

年、使用水量削減2880万円/

年の実績。

インドネシアの主要産業で

ある染色加工産業に、省エ

ネ染色機、乾燥機、しわ取

り装置を導入。45％の省エ

ネ、39％の節水効果を上

げ、既に17機の成約実績。

ベトナム
ハノイアルコールビール

飲料公社

インドネシア
ダリアテック社

日系工業団地での
共同エネルギー利用

省エネ染色機器の導入ビール工場の省エネ化

インフラ／システム分野の取組例③＜省エネ・省水型工場システム＞

４



開発途上国
～安定的な電源インフラを～

先進国
～次世代暮らしのショーケースを～

家庭用蓄電池や電気自動車を
うまく活用して太陽光発電で発
電した電気を有効利用

• ユーザーのプライオリティに従って
機器の節電や省エネを実施

• ユーザーのニーズを踏まえて複数
の機器を協調制御

燃料電池

省エネ節水型バス

ＬＥＤ照明

エアコン

太陽光発電

• リラックスするときにはお湯の温
度と照明を下げる

• 朝は熱いお湯で明るい照明で
目を覚ます

供給情報を収集

• ユーザーの設定した優先順位に基づいて
機器を操作

• 高齢者がいるときは大きな文字で表示

大型ＴＶ

最適制御
利用情報を収集

スマートメーター

スマートハウス

燃料電池バ
ス 電気自動車

自然エネルギー＋蓄電池で
無電源地域に安定電源とエネルギーインフラを
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アジアのインフラ需要＇2010-2020年（

(10億ドル)

出典：ＡＤＢ

新興国ではインフラ需要が旺盛。エネルギーイ
ンフラの受注には案件獲得交渉、ファイナンス
やシステムオペレーションといった全体戦略の
下で、官民一体となった戦略的展開が必要。

ＢＲＩＣＳ等の新興国
～低炭素のエネルギーインフラ展開～

工業団地やニュータウン需要には
ゼロエミ電源のエネルギーインフラを売り込み

コジェネの導
入

原子力発電 太陽熱

風力発電

コジェネ

水インフラ

インフラ／システム分野の取組例④＜スマートグリッドを始めとしたエネルギーインフラ展開の可能性＞

－日系工業団地での共同エネルギー利用－
＇インド・ニムラナ工業団地（

工場の電源をネットワークでつなげ、コジェネを導
入、低炭素なエネルギーインフラへ

５
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現在、国連の特別作業部会では、既存の京都メカニズムの改善に加え、新たなクレジット
メカニズムについて提案が行われている。いずれも概括的な議論にとどまるため、詳細に
ついては今後の議論を待つ必要があるが、提案を大きく類別すると以下のとおり。

京都メカニズムの改善
＇CDM, JI, GIS（

新たなクレジットメカニズムの提案

特にCDMについて、対象の拡大、手続の効率化など

途上国政府がセクター別の削減目標を設定し、超過達成分に

クレジットを付与＇セクター別クレジットメカニズム、セクター別排出量取引等（

途上国政府が設定した目標の超過達成分にクレジットを付与
(NAMA＇国別削減行動（クレジットメカニズム等)

途上国の森林減尐抑制に対して新たにクレジットを発行
＇REDDクレジットメカニズム（

国連プロセス
を前提とした
クレジットメカ
ニズム

プロジェクト単位での
クレジットメカニズム

セクターや対策単位での
クレジットメカニズム

クレジットを巡る議論の概観

各国独自の

クレジットメカ
ニズム

各国が独自にクレジットメカニズムを構築
＇米国における温暖化対策法案の動向とクレジットの位置づけなど（
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【仕組み】

 途上国が各国の削減行動＇ＮＡＭＡ（と「参照値」を登録。参照値を超過達成した場合、超過達成分に対しクレ
ジットを発行する＇『ＮＡＭＡクレジット』とも呼ばれる（。

 このうち、電力、鉄鋼などセクター毎に排出削減行動の参照値を設定し、セクター対策毎に超過達成分へのク
レジットを発行する制度は、『セクター別クレジットメカニズム＇ＳＣＭ（』と呼ばれる。

 いずれも、途上国政府がどのような参照値を設定するかによって、発行されるクレジットの内容が大きく異な
る。ＳＣＭについては、セクター別に各国共通の方法論を導入することも可能。詳細なルール作りは、今後の課
題。

ＳＣＭなど新たなクレジット制度提案について

 次期枠組み交渉では、個別プロジェクト単位を基礎とするＣＤＭとは別に、途上国が設定した目標
値＇「参照値」（の超過達成分に対して、まとめてクレジットを付与する仕組みが検討されている。

【効果】

 プロジェクトベースではなく、セクター等の単位で、簡素な手続き
の下、クレジットの供給を拡大することができる。

 上手くルールが設定できれば、クレジット制度自体に後ろ向きな
途上国の取組インセンティブを増すこともできる。

2013 2020

ＢＡＵ

参照値

目標超過分が
クレジット

セクター
原単位等

【課題】

 質の低いクレジットの濫発につながるおそれがあることに加え、
発行されたクレジットの所有者と分配方法が不透明。

 途上国に義務づけられる行動約束や資金支援規模の議論とセッ
トでしか議論しずらく、具体的な議論になかなか入れない。



 現行の京都議定書で認められているCDMは、新規の植林や再植林のみを対象。測定方法等に
対する運用が厳格なこともあり、適用例が尐ない状況。

 次期枠組み交渉では、途上国における森林保全対策や森林経営などによって、火災や森林伐
採等による森林の減尐・务化を抑制し、自然減尐分から森林の減尐・务化を食い止めた分をま
とめて排出削減分とみなすＲＥＤＤクレジットが注目されている。

対策を講じた際の実際の
森林減少等による排出量

歴史的経緯等から推測
される森林減少等によ
る排出量

対策による排出抑制分

森林減少に
よる排出量

時間

排出削減効果として
クレジットに換算
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ＲＥＤＤ（途上国の森林減少・森林劣化）クレジットについて

【効果】

 クレジット供給源の拡大＇世界の総排出量の約２割に匹敵す
るポテンシャルがあるとの指摘も。（

現行のＣＤＭは、約６割強が中国に集中。ＲＥＤＤ対策は低開
発国も参加しやすいため、地域的偏在の是正が期待。

【課題】

削減効果の検証や、ベースラインの推測方法等、技術的な
課題が多い。

森林減尐要因のうち、原住民の暮らしを含めた社会経済的
影響等に関し、各国・地域別の状況に配慮する必要がある。

国連交渉状況に先んじて、段階的にパイロットプロジェクトが
動きつつある状況。

【仕組み】

対象となる森林の状況を、衛星写真等様々な方法論により測定。自然減尐分から減尐・
务化を食い止めたと思われる森林のＣＯ２吸収量を、クレジットとして認定。



 米国法案では、国内外のクレジットを米国政府が独自に発行する仕組みを提案。
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上院法案 下院法案
利用上限（米国内外合計） 20億トン 20億トン

うち海外クレジット 5億トン 10億トン

米国法案におけるクレジットの仕組みについて

※ただし、上院下院両法案ともに、米国内から創出されるクレジットの供給量が不足する場合には、海外クレジットの上限を引き
上げても良いとの規定がある。

【仕組み】

 排出量割当の無い分野における削減行動に対し、環境保護庁＇EPA（が審査を行い、第三者機関による検証を経

てクレジットを発行する仕組みを提案。

 法案では、「炭鉱・埋立地でのメタン回収・燃焼」「石油・天然ガス供給システムからの漏洩回避」「その他有機物

からの漏洩回避」「植林・森林再生」「森林管理」「土地利用管理」などの分野を候補として例示。 EPAに対し、どう

いうクレジットを認めるべきかアドバイスを行う「オフセット十全性評価委員会」の設立も規定。

 オフセットの実施は米国内外いずれでも実施可能だが、排出量を割り当てられた事業者が、クレジットを購入する

ことで自らの取組と勘案できる量については、利用上限が規定されている。

【特徴】

• 国連プロセスの下にあるCDM理事会等の認定プロセスには依存せず、米国が独自にクレジットを発行する。ただ
し、米国側が自らの判断として、ＣＤＭクレジットを互換性のあるものとして認めることは、制度的に可能。

• クレジット価格の高騰を抑えるため、戦略的リザーブを規定。米国政府は、排出割当量の一定枠を戦略的リザーブ
＇備蓄（として保有し、通常のオークションよりも高めに最低落札価格を設定したオークションを定期的に実施。


